
※このスペースには、スライドに関する説明内容を記載しております。



1

【海老川上流地区の位置関係】

・本地区は、本市中央部に位置し、船橋駅にも近く、東葉高速線が東西に走り、東海神駅と飯山満駅
のほぼ中央に位置する

・今回決定しようとする地区計画の区域は、土地区画整理事業区域と同じ範囲



【地区計画の目標】

・上記のとおり
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【地区区分の設定】

・地区計画の目標の実現を図るため、１１地区に区分し、土地利用の方針をそれぞれ定める
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【土地利用の方針】

・各地区区分ごとに説明

・上記のとおり医療地区、健康医療地区、沿道利用地区について説明
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【土地利用の方針】

・各地区区分ごとに説明

・上記のとおり商業地区Ａ、商業地区Ｂ、商業地区Ｃ、中高層住宅地区について説明

5



【土地利用の方針】

・各地区区分ごとに説明

・上記のとおり複合地区、低層住宅地区、公共地区、鉄道地区について説明
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【地区施設の整備の方針】

・地区施設の整備を通して、上記の実現を目指す
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【地区施設の整備の方針】

◆緑地

・上記のとおり、目的に応じて地図上の各部分に指定
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【地区施設の整備の方針】

◆公開通路

・上記のとおり、目的に応じて地図上の各部分に指定
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【地区施設の整備の方針】

◆多目的スペース

・上記のとおり、目的に応じて地図上の各部分に指定
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【地区施設の整備の方針】

◆公開スペース

・上記のとおり指定
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【地区施設活用イメージ】

・上記のとおり地区施設ごとの活用イメージを明示
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【建築物等の整備の方針】

・地区計画の目標や土地利用の方針に基づき、上記のとおり制限を指定
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【建築物等の整備の方針】

・地区計画の目標や土地利用の方針に基づき、上記のとおり制限を指定
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（医療地区）

・上記①～④とおり制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（健康医療地区）

・上記①～③とおり制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（沿道利用地区）

・上記①～③とおり制限を定める

17



【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（商業地区Ａ）

・上記①～④とおり制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（商業地区Ｂ）

・上記①～④とおり制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（商業地区Ｃ）

・上記①～⑤とおり制限を定める

20



21

【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（中高層住宅地区）

・上記①～⑤とおり制限を定める



【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（複合地区）

・上記①～③とおり制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（低層住宅地区）

・上記①、②とおり制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（公共地区）

・上記①とおり制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（鉄道地区）

・上記①とおり制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（すべての地区）

・上記のとおり建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

（すべての地区）

・上記のとおりかき又はさくの構造の制限を定める
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

➢用途の制限（適用の除外）

・市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したものは、用途の制限で建築不可とした
ものでも建築可能

➢敷地面積の最低限度（適用の除外）

◆原則的な考え方（例：最低限度が135㎡）

・135㎡未満の建築敷地で建築物の建築は不可
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

➢敷地面積の最低限度（適用の除外）

❶都市計画決定日時点で面積が不足する場合（例：最低限度が135㎡）

・都市計画決定後も決定前の面積（120㎡）をそのまま使用すれば建替え可能

❷公共事業の施行により面積が不足してしまう場合（例：最低限度が135㎡）

・道路などの公共工事によって120㎡になっても、120㎡すべて使用すれば建替え可能
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

➢敷地面積の最低限度（適用の除外）

❸仮換地又は本換地で面積が不足してしまう場合（例：最低限度が135㎡）

・仮換地又は本換地で指定される面積120㎡すべてを使用すれば建替え可能

❹建築基準法施行令第１３０条の４第５号に掲げる施設

・ガスガバナーステーションなどの公益上必要な建築物を建築する場合には、どのような敷地面積で
も建築可能

❺市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可した建築物は、どのような敷地面積でも建
築可能
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【地区整備計画（建築物等に関する事項）】

➢壁面の位置の制限（適用の除外）

・上記のとおり各地区区分ごとに示される建築物は壁面の位置の制限を受けない
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・本日の説明会後、３月１７日（金）～ ３月３１日（金）の期間で当地区計画の原案縦覧を実施

・地区計画の計画書と計画図を、船橋市役所本庁舎５階都市計画課窓口で確認することが可能

・３月１７日（金）～ ４月７日（金）意見書の提出が可能

（意見書を提出できる方は、都市計画法に定められた土地の所有者や抵当権者などの方のみ）

・本年９月頃に「案の縦覧」を実施

・１０月頃に市都市計画審議会に本地区計画について諮問
・１１月下旬頃の都市計画決定を目指す
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